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１．はじめに
　地球温暖化に伴う地球規模の気候変動により頻発する
猛暑，豪雨，大型台風といった異常気象や自然災害の多
発・甚大化は世界各地で報告されており，深刻な人的・
経済的な被害が生じている．我が国は，持続可能な社会
の実現のため2050年にカーボンニュートラル（CN），温
室効果ガス排出量の2030年度46％削減を目標にしてお
り，技術革新と社会全体の変革であるグリーントランス
フォーメーション（GX）の推進が急務となっている1）．
また，経済発展と持続可能な開発目標（SDGs）の達成な
どの社会的課題の解決を両立する人間中心の社会として
のSociety 5.0は，都市や物などのフィジカル空間とサイ
バー空間のデジタル処理とを高度に融合させた社会とし
て実現される2）．現在，これらのデジタルトランスフォ
ーメーション（DX）およびGXを推進できる人材育成が
工学教育には求められている．
　このような社会背景のなかで，コロナ禍をきっかけに，
社会と大学のDXの取り組みが加速している．日本工学
教育協会では，2021年4月に「工学教育のデジタライゼ

ーションとデジタルトランスフォーメーションの調査研
究委員会」3）を設け，コロナ禍での経験を踏まえて高等
教育の今後の展望4）をまとめ，2022年9月に「大学のデ
ジタル変革−DXによる教育の未来−（東京電機大学出
版局）」5）を発刊した．
　海外の複数機関からも同様に，コロナ禍の経験を振
り返り今後の高等教育を展望する報告書が発行されて
いる．米国MITからは2022年10月に「危機ときっかけ

（Crisis and catalyst），コロナの工学教育への世界的な
インパクト」6）が発行された．ここには36カ国の大学幹
部，大学教職員，教育専門家，学生のインタビューをも
とに，コロナ禍での緊急的な教育の対応と課題，そのな
かで始まった新しい取り組み，教育改革の加速が述べら
れている．また，高等教育に関する情報技術の国際協会
EDUCAUSEからは同じく10月に報告書「高等教育の変
化，デジタルと文化の変革」7）が発行された．ここでは，
大学トップマネジメント層への調査を含め，コロナ禍後
の大学のあり方として，「コロナ禍前の状態に復帰する

（Restore）」，「経験を活かして改善をする（Evolve）」，「変
革の機会と捉える（Transform）」のどれを選択するかを
問うている．
　前記の図書と，2022年10月に相次いで発行されたこ
れらの報告書の内容には共通点が多い．簡潔に言うと，
コロナ禍において学生間の交流が大きく阻害され，学生
のメンタルや社会的繋がりなどウェルビーイングに大き
く影響した．慣れないオンライン授業への対応のため学
生と教員の両方が疲弊した．大学キャンパスの意義は教
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員が一方的な講義を行うところではなく，学生が能動的
な交流によって学び合う場であること，知識の伝達にオ
ンライン授業が向いていることが認知された．一方で，
緊急対応で行ったオンライン授業，学習管理システム

（LMS）の活用や，対面での国際交流の代替として実施
したオンラインでの海外大学の遠隔授業や国際プロジェ
クトなど，コロナ禍が終息した後も活用できる経験が蓄
積された．コロナ禍は高等教育を変革するきっかけにな
っていく．

２．工学教育のデジタル変革
　1章で述べたデジタル変革を踏まえた今後の工学教育
のモデル5）を以下の5つの視点で示す（図１）．
　まず，デジタル技術を学習者のために活用し，学修成
果の向上を行い，障害を持つ方を含む多様な学習者に対
応した包摂的な教育を実現することが重要である．
　第２に教授法としては，対面の教育とオンライン教育
の長所を組み合わせたブレンド型教育を高等教育機関が
組織として導入し，その質保証の仕組みを構築する．さ
らに学習管理システム（LMS）に蓄積された学習データ
を分析し，活用するラーニングアナリティクスにより，
学生の学修成果を向上させる取り組みが必要になる．
　第３にテクノロジーと環境としては，仮想現実（VR），
拡張現実（AR），メタバースなどを，多様な実験，遠隔
での実験，海外の大学との連携実験や実習などに活用し，
通常はコストや安全面で実施できない実験を体験するこ
とができる．
　第４に教育制度として，複数の大学に跨り，生涯に渡
る継続的な学びを実現する．大学卒業後も国内外の複数
の大学で，国内外の場所を問わず継続的に学び続ける仕
組みを構築し，その学修成果の証明として３章で詳述す
るマイクロクレデンシャル（Micro-credential）が発行
される．
　第５にオンラインを用いた大学間・国際・産学連携が
進む．さらに，企業での従業員のリスキリングの需要拡大

により国際的な大学・企業・研修事業者・大規模公開オ
ンライン講座（MOOCs:Massive Open Online Courses）
などの連携による社会人教育のビジネスモデル変革が起
きる．

３．マイクロクレデンシャル
　産業構造の急速な変化への対応や1章で述べたDXや
GXを推進できる人材の育成のために，大学で修得した
知識だけでなく，卒業後も継続的に学習を行うことが期
待される．異なる分野の知識やスキルを得る「リスキリ
ング」（Reskilling）や自己の専門領域の能力を高める「ア
ップスキリング」（Upskilling）が必要になっている．
　これに対して修士や学士などの学位プログラムを補完
する教育として，特定の領域を比較的短期間で学び，そ
の学修成果を証明するマイクロクレデンシャル８），9）（以
下MC）が各国で注目されている．授業方法もオンライ
ンやブレンド型教育などの柔軟な授業方法が使われる．
３．１　マイクロクレデンシャルの定義
　MCは教育プログラム自体と教育プログラムの学修歴
の証明という２つの側面を持つ．その定義は各国や地域
により異なる．ここでは2022年にUNESCOが各国の定
義を踏まえてまとめたMCの定義10）を用いる．
　マイクロクレデンシャルは：

（1）　�学習者が知っていること，理解していること，また
はできることを証明する，対象が重点化された学修
成果の記録である．

（2）　�明確に定義された基準に基づいたアセスメントを含
み，信頼できる提供者によって授与される．

（3）　�単独で価値を持ち，さらに他のマイクロクレデンシ
ャルまたはマクロクレデンシャルの一部を構成した
り，それらを補完したりすることができる（既習の
学習の認定も含める）．

（4）　関連する質保証が求める基準を満たす．
　ここで各国やUNESCOで検討された経緯を踏まえた
補足説明を行う．MCは特定の知識，スキル，コンピテ
ンシーを習得したことを証明している．その対象が重点
化されることで結果として学習時間も短くなる．対象と
なる学修成果（Learning Outcomes）が明確に定義され，
アセスメントを行うことが条件である．MCの提供者と
しては高等教育機関だけでなく，民間の教育・研修機関，
企業，学協会や専門家団体などが含まれる．MCは単独 
で価値を持つが，他のMCと組み合わせてより大きな
MCとして認めたり，修士や学士などのマクロクレデン
シャルの一部として認めたりすることができる．その際
には既習学習の認定を含めることも想定される．MCは
その質を重視しており，各国の関連する質保証の基準を
満たす．
３．２　マイクロクレデンシャルの課題と枠組みの提案
　学士や修士などの伝統的な学位に対しては国の制度が
あり，教育機関や教育プログラムに対し内部質保証や質
保証機関による外部評価などが行われている．また欧州
やアジア太平洋では国を跨った単位の認定の仕組みも構
築されている．一方で，MCには質保証の仕組みが未だ

教育制度

●柔軟な学位制度●マイクロク
レデンシャルと相互認証の枠組
み●遠隔授業の単位上限緩和

教授法・教育研究
●ブレンド（ハイブリッ
ド）型教育のビジョンと教
育の質保証の仕組み●デー
タ駆動型教育，Learning 
Analytics

大学間連携・国際連携・産学連携
●オンラインも活用した新た
な連携モデル●国際連携，ア
ジア太平洋●産学連携
●MOOCs活用●オンライン国
際協働学習（COIL）

テクノロジーと環境
●次世代電子学習環境
（NGDLE）●電子出版
●VR(仮想現実), AR(拡張現
実)，メタバース，AI ●学修歴
証明書のデジタル化●包括的
学習者記録●デジタルバッジ

学修成果，学習機会
●学修成果の向上 ●学習機会
の保証●包摂的教育●主体的
学び●生涯に渡る継続的学び

図１　工学教育のデジタル変革
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整っていない．また，１つの大学で取得したMCを他の
大学で単位やMCとして認定し，修士などの学位に必要
な単位とする場合の仕組みも必要になる．さらに民間の
研修機関やITベンダー，学協会，専門家団体などが発行
したMCを大学が単位として認定する仕組みや条件も課
題になる．
　学習者が多様な機関から提供されるMCを比較し適切
に選択することを可能とし，雇用者がMCを適切に評価
し，提供機関の指針になる枠組み（フレームワーク）が
必要である．多様なMCを客観的に明確に説明するため
に決められた項目を記述子と呼ぶ．記述子は，MCの枠
組みのうち最も基本的な構成要素である．表1にMCの
主要な記述子をオーストラリア11）と欧州連合12），13）の事
例とともに示した．MCで先進的な取り組みをしている
オーストラリアでは，高等教育，職業教育，産業界の全
てを対象とするMCの共通の枠組み11）を策定している．
さらにその枠組みに沿ったMCの開発に対し国が助成金
を出すなどの促進策を進めている．
　ここでは，MCを構成する要素として国際的に必須
条件として認識されている記述子を基に，日本におけ
るMCの記述子案としてまとめた．表１に示すように
MCの名称（Title of the micro-credential）や授与機関

（Awarding body），学修成果（Learning outcomes）とそ
の評価の方法（Type of assessment）が明確に定義され，
授業の方法（Form of participation），学習量（Learner 
Effort）が決められていることである．このような記述
子を国内で共通化することで，学習者がMCを比較し選
択することが容易になる．さらにMCの枠組みの国際的
な同等性を確保することで，国を跨ってMCを活用でき
る．
　また，学習者のためにMCを比較し選択できるポータ
ルサイトを構築する場合は，MCの主要記述子がそこに
記載されることが必要になる．将来はそのポータルサイ
トにMCの評判やランキングなどが掲載されるとMCの
質の向上や学習の促進に繋がる．

３．３　マイクロクレデンシャルのインパクト
　各大学や機関がそれぞれの得意分野でMCをオンライ
ンなどで提供することで，日本各地だけでなく，海外か
らも受講者が集まる．学習者は，複数の大学から自分に
必要なMCを選択して学習し，これらを組み合わせるこ
とで自分のキャリアに沿った能力向上が可能になる．
　また，大学の立場で見ると，MCは新しい教育プログ
ラムとしての新事業の機会であり，18歳人口が減少す 
るなかでリカレント教育での収入増につながる．また，
MCは，優秀な学生を世界各国から獲得する手段として
も位置づけられる．世界各国のトップ校が先行して修士
課程に繋がるMCであるマイクロマスタープログラムを
立ち上げ受講生を集めている．特徴あるMCを先行して
提供する大学に受講生が集中する可能性がある．
３．４　マイクロクレデンシャルの開発方法
　高等教育機関がMCを提供する際の開発方法には大き
く分けて２通りの方法がある．

（1）　�既存の教育プログラムベースに開発する
　◦�既存の修士や学士などの学位プログラムを分割し

て，学修成果が明確な教育プログラムとしてMCを
提供する．例えば，既存の修士課程を学修成果が明
確な区分で7−8単位のMCとして分割して提供す
る．MCの単位を積み重ねる修士学位に繋がる枠組
みを同時に構築することが期待される．

　◦�既存の生涯教育講座を組み合わせることでMCを構
築する．一般に生涯教育講座では学修成果のアセス
メントが行われていないことが多い．MCとして構
築する場合は明確な学修成果の定義とアセスメント
を加える必要がある．

（2）　�新しく教育プログラムを開発する
　◦�新規に教育プログラムを構築する際には，他の高等

教育機関や産業界，MOOCs，学協会，専門家団体な
どと連携してMCを共同開発することで，高品質の教
育プログラムをより多くの大学や企業の学習者を対
象として，地域や国を問わず提供することができる．

表１　マイクロクレデンシャルの主要記述子

項目名 項目名（英語例示） EU Australia
発行日 Date of issuing 必須 必須

マイクロクレデンシャル名称 Title of the micro-credential 必須 必須
授与機関 Awarding body 必須 必須

発行国／地域 Country/Region of the issuer 必須 −
内容 Content/ Description − 必須

学修成果 Learning outcomes 必須 必須
授業の方法 Form of participation 必須 必須
授業言語 Language ー 必須

学習量（総学習時間） Learner Effort 必須 必須
評価の方法 Type of assessment 必須 必須

質保証 Type of quality assurance 必須 必須
レベル Level 必須 −
修了書 Certification − 必須

単位/その他の認定 Credit/ Other Recognition − 必須
（受講）前提条件 Prerequisites needed to enroll 選択 必須
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４．デジタルバッジによるデジタル証明
４．１　マイクロクレデンシャルとデジタル証明の関係
　MCが各国で定める教育の新しい仕組みであるのに対
して，デジタルバッジ（Digital Badges）は情報技術で 
あり，教育に限定されない汎用的なデジタル証明の手段
である．比喩を用いるとMCが手紙であるならばデジタ
ルバッジは書留郵便である．書留郵便であるデジタルバ
ッジは手紙が改ざんされることなく確実に相手に伝える
ことが役割である．MCは各国の教育制度で記載された
手紙である．日本語で記載されている場合もあるし，英 
語で記載されている場合もある．もしも手紙としての
MCに不備がある場合は，書留郵便であるデジタルバッ
ジは，不備があるMCをそのまま改ざんされることなく
相手に伝える．
　すなわちMCへの信頼とは，MCの教育の質が保証さ
れている信頼と，学習者が送って来たMCが本物であり
偽造でないことの信頼の２つで構成される．前者はMC
の教育の質保証の枠組みにより，後者はデジタルバッジ
などの情報技術により達成される．
　学修歴には学士や修士などの伝統的な学位と３章で述
べたMCがある．学修歴を記録し証明する手段としては
書面を用いる方法とデジタル証明を用いる方法がある．
図２にこれらの学修歴とその証明手段の関係を示した．
　デジタル証明自体は広い概念であり，証明書をPDFな
どの電子ファイルとして発行したものと，デジタルバッ
ジに分類される．デジタルバッジはMCなどの学修歴の
証明だけでなく，行事への参加，各種の表彰，スキルの
証明，資格証などの他に教育以外の分野にも使われる汎
用的なデジタル証明手段である．さらにはデジタルバッ
ジを国際協会である1EdTechコンソーシアムが策定し
た国際規格がオープンバッジ（Open Badges）14）である．
　学士，修士などの学位に対しては日本では紙の証明が
用いられているが，世界各国ではPDFにデジタル署名を
付与するデジタル証明が一般的に使用されている．
　現在，各国や各機関がMCに対して各種のデジタル証
明手段を採用している．日本ではデジタル証明の手段と
してオープンバッジが企業や大学で採用が始まってお
り，MCの証明手段としてもオープンバッジは親和性が
高い．

４．２　�マイクロクレデンシャルの証明をデジタルバッ
ジで行う

　ここでは，MCの証明書をデジタルデータで発行す
る手段としてオープンバッジを用いることを想定する．
オープンバッジには，バッジのプロパティとして名称

（name），発行者（issuer），説明（description），取得条
件（criteria）などが用意されている．オープンバッジの
規格では，「説明（description）」とは「成果の短い説明

（A short description of the achievements）」と定義され
ている．一方で「取得条件（criteria）」は「成果を得るた
めの方法を記載したURIまたは文書（URI or embedded 
criteria document describing how to earn the achieve-
ment）」である．この定義を踏まえ，オープンバッジのプ
ロパティの「取得条件（criteria）」にMCの記述子を構成
する学修成果（learning outcomes），評価の方法（type 
of assessment），学習量（learner effort），質保証（type 
of quality assurance）などの複数の項目を記載すること
にした．学習者がMCを比較して選択することを容易に
するためにオープンバッジのメタデータにMCの記述子
を記載するガイドラインを決めておくとバッジを用いて
のMCの相互比較が容易になる．

５．日本工学教育協会でのマイクロクレデンシャル
の取り組み

　大学教育を取り巻く環境は大きく変化している．大学
のデジタル変革の動向を理解したうえで，学習者本位の
観点から大学が創意工夫に基づく教育研究活動を行い，
保証すべき質を担保しつつ先導性・先進性のある教育シ
ステムを構築する必要がある．日本工学教育協会は日本
技術者教育認定機構と連携して研修プログラムを構築し
た．そのプログラムでは，工学教育のデジタル変革を知
識として理解するだけでなく自職務において推進できる
教職員の育成を目的とし，学修成果を評価してMCを発
行する計画を進めている．
５．１　研修プログラムの設計
　大学のデジタル変革の理解や自職務でのデジタル変革
の取り組みのための知識とスキルを必要としている教
員，職員や企業の人材開発部門の方を対象として，教育
プログラムを設計した．１章で述べた「大学のデジタル
変革−DXによる教育の未来－」5）を教科書として，「工
学教育のデジタライゼーションとデジタルトランスフォ
ーメーションの調査研究委員会」3）の委員と外部講師が
研修プログラムの講師を務める．
　研修プログラムを下記の３回に分割しており，各回が
講義とグループ演習を含め４時間である．研修は対面と
オンラインのハイブリッド形式で開催し，遠隔地の受講
者が参加できる形態とした．また，グループ演習は対面
の受講者は対面グループで行い，オンラインの受講者は
オンライングループで行うが，両方のグループともに文
書は全てオンラインに統一し，活動内容の共有やディス
カションが容易にできる形式とした．

（1）　�第１回ワークショップ：大学のデジタル変革を俯瞰
し，教育のモデルの変化と今後の動向を理解する．オ

紙での証明

デジタルバッジ

オープンバッジ

デジタル証明

学位（学士、修士） マイクロクレデンシャル
短い学習期間、特定内容

学修歴

証明手段 記録・表示

PDF

参加
表彰
資格

図２　学修歴とその証明手段の関係



工学教育（J. of JSEE）, 71–4（2023）� 11

ンライン教育やMCにおける教育の質保証を学ぶ．
（2）　�第２回ワークショップ：学習者本位のデジタル技術

の本質を理解し，学習や教務におけるデジタル技術
の具体的な適用方法を学ぶ．

（3）　�第３回ワークショップ：大学のモデルの変革，特に
リカレント教育の最新動向を共有後に，大学と企業
の連携によるリカレント教育の推進を考える．

５．２　マイクロクレデンシャルの設計
　３章で述べたMCの記述子を用いて，以下のように
MCを設計した．記述子は日英を併記している．

（1）　�マイクロクレデンシャル名称（Title of the micro-
credential）：マイクロクレデンシャル：工学教育のデ
ジタル変革，Micro-credential:Digital Transforma-
tion of Engineering Education

（2）　�授与機関（Awarding body）：日本工学教育協会，
Japanese Society for Engineering Education

（3）　�内容（Content/ Description）：デジタル変革による
教育のモデルの変化，オンラインやブレンド型教育
とその質保証，マイクロクレデンシャルと学修歴の
デジタル化，学習者本位のデジタル技術，リカレン
ト教育の推進方法を学習する．

（4）　�授業の方法（Form of participation）：対面またはオ
ンラインでの講義およびグループでの討議．

（5）　�学習量（Learner Effort）：授業時間15時間（講義
とグループ討議），自習時間15時間（自習，課題），
0.67単位に相当．

（6）　�学修成果（Learning outcomes）：
　◦�大学のデジタル変革を俯瞰し，教育のモデルの変化

と今後の動向を踏まえ，自職務への影響と対応を提
示できる．

　◦�オンライン教育やブレンド型教育とその質保証を理
解し，自職務への展開を検討できる．

　◦�マイクロクレデンシャルと学修歴のデジタル化を理
解し，自職務での位置づけを説明できる．

　◦�学習者本位のデジタル技術の本質を理解し，学習や
教務におけるデジタル技術の適用方法を説明でき
る．

　◦�リカレント教育，リスキリングの現状と今後を理解
し，自職務での推進方法を検討できる．

（7）　�アセスメント（Type of assessment）：全３回のワー
クショップを学習し，その内容に対して指定の小論

文の提出と評価を受ける．
５．３　オープンバッジの発行
　研修では２種類のオープンバッジを発行する．

（1）　�マイクロクレデンシャル（学修証明）：「大学のデジ
タル変革」ワークショップシリーズ全３回を受講し，
学修成果のアセスメントを受け合格した者にMCを
オープンバッジの形態で発行する．MCの記述子と
オープンバッジのプロパティとの関係は図３のよう
に対応付けた．

（2）　�参加証：「大学のデジタル変革」ワークショップ１回
の受講に対して各1つのオープンバッジを参加証と
して発行する．受講と受講後のアンケートのみでバ
ッジを発行する．これはMCではなく参加証明であ
る．

６．国際的な連携教育とマイクロクレデンシャルの
活用の展望

　前章までで述べた工学教育のデジタル変革とMCの展
開を踏まえて，国際的な大学間，産学連携でのリカレン
ト教育，リスキリングのモデルを提案する．
　アジアの世紀である21世紀に，日本の大学がアジアの
大学と連携し，国際連携，産学連携により新しい教育モ
デルを構築し，人材育成をリードすることが期待される．
　図４にアジアの大学との連携によるオンラインと対面
を組み合わせた工学教育，リカレント教育，マネジメン
ト教育に関する構成案を示した．ここでは国内外の大学
が複数の科目から構成される教育モジュールを提供す
る．例えば，IoTやロボティクス，AIやデータサイエン
ス，デジタルトランスフォーメーション，マネジメント
に関する教育を国内外の各大学がオンラインや対面授業
の併用で提供し，これに対し単位やMCを発行する．
　受講生は国内外企業の社員や大学院生であり，講師は
大学教員だけでなく企業の実務家やエキスパートを迎え
ることで先端的技術や実践的教育を行う．企業にとって
は，１企業では提供できない多様な教育を社員に対し実
施することが可能となる．日本の大学とアジアの大学が
連携したプログラムを提供する環境で，異文化間コミュ
ニケーション，リーダーシップなどの能力を高めること
が可能となる．
　既に，東南アジアでは，大学や各種機関における短期 

1. マイクロクレデンシャル名称
Title of the micro-credential

2. 授与機関 Awarding body
3. 内容  Content/ Description
4. 学修成果 Learning outcomes
5. 授業の方法  Form of participation
6. 学習量（総学習時間）  Learner Effort
7. 評価の方法  Type of assessment
8. 質保証 Type of quality assurance
9. 単位／その他の認定

Credit/ Other Recognition

1. 名称 Name

2. 発行者 Issuer
3. 説明 Description

• A short description of the 
achievements

4. 取得条件 Criteria
• URI or embedded criteria 

document describing how to 
earn the achievement

オープンバッジ マイクロクレデンシャル

図３　�オープンバッジのプロパティとマイクロクレデンシャル
の記述子の関係

IoT, Robotics
複数の科目で構成

日本のA大学

連携企業 連携企業

連携企業連携企業

AI, Data Science
複数の科目で構成

インドのB大学

Management
複数の科目で構成

タイのD大学

Digital Transformation
複数の科目で構成

インドネシアのC大学

履修証明プ
ログラム

単位

学位

マイクロクレ
デンシャル

講師/受講生 講師/受講生

図４　�国際的な連携教育とマイクロクレデンシャルの活用の展
望
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学習プログラムや各種の行事において，修了証（certifi-
cate）が頻繁に発行されており，また参加者側もその入手
が主要な参加目的となっている．その動機の１つは，就
職あるいは転職活動において，自己学習に取り組んでい
ることを証明することである．しかしながら修了証は主
催者が任意に発行しており，発行に際して学修成果が評
価されていないものも多く，玉石混合の状況である．
　アジア太平洋地区で質保証を伴うMCが発行され，
MCの枠組みを相互に承認することで，国内および国を
跨る高度人材の育成と活用が促進されることが期待され
る．

７．おわりに
　持続可能な開発目標（SDGs）の達成とイノベーショ
ン創出のためにはデジタルトランスフォーメーション

（DX）とグリーントランスフォーメーション（GX）を推
進できる人材育成が必須である．これには，大学卒業後
も継続的な能力開発が必要である．
　本文では，工学教育のデジタル変革のモデルを提示し，
MCの課題と対応策を提示した，さらに日本工学教育協
会でのMCの設計と実装の具体的な取り組みを示した．
　産業界において雇用のグローバル化・流動化が進む中
で，各国の教育機関や他社で教育を受けた人材を正確・ 
公正に評価するためにMCを活用することが期待され
る．また，各企業での従業員教育においてMCを発行す 
る際には，高等教育機関による質保証に対する支援や
MCの認定などの連携が望まれる．
　世界各国では，DX，GXなどの社会変革やイノベーシ
ョン創出のための人材育成やリスキリングの手段として
MCを位置づけて官民が連携して推進している．我が国
においても産官学の密接な協力によりMCの取り組みを
加速したい．
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